
（8）第1864号　平成30年3月27日（火）発行	 � 第3種郵便物認可
�

　水道事業の民営化がグローバル
に始まったのは1980年代後半から
である。90年代から2000年の間
に旧共産圏やラテンアメリカをは
じめ世界中で水道の民営化が実施
された。しかし2000年代に入り民
営化水道は様々な問題を引き起こ
し、最近の調査では、世界37ヵ国
で民営化された235の水道事業が
再公営化（民から官へ）されてい
る。日本でも改正水道法案（広域
化、官民連携など）が再上程され
ようとしている。グローバルな水
道民営化の流れを俯瞰し、将来の
日本の水道事業の姿を模索してみ
たい。

1．世界の水道、民営化の流れ

　水道事業の民営化がグローバル
に始まったのは1980年代後半から
である。イギリスのサッチャー政
権やアメリカのレーガン政権が、
あらゆる分野の規制緩和や国営・
公営企業の民営化を推進し、水道
事業もその政策の一部であった。
１）�なぜ水道の民営化が加速され

たのか
　その背景は世界銀行（WB）や国
際通貨基金（IMF）などの国際機
関が「ワシントン・コンセンサス」
と呼ばれる政策合意（金融・貿易
の自由化、規制緩和、国営企業の
民営化など）に基づいて国営企業

の民営化に資金を提供したことで
あった。単純に言うと「水道事業
を民営化しなければ、資金を提供
しない」方針であった。2000年代
の初め途上国は人口の増加、経済
の急速な発展に直面し、他のイン
フラ（通信、道路、港湾、鉄道な
ど）への投資が最優先であり、水
道事業には、カネもヒトも割けな
い状態であり、まさに世銀やIMF
の推進する「国営企業などの民営
化方針」は途上国にとり渡りに船
の状態であった。また先進国は財
政赤字立て直し（官から民へ）、施
設の老朽化対策などが急務であっ
た。
２）水道民営化の主役は
　90年代から活躍した欧州の３
企業はフランス系のスエズグルー
プ、ヴェオリア社さらにイギリス
のテムズウォーター社であり、彼
らは水メジャー（ウォーターバロ
ン）と呼ばれグローバルに水道民
営化を開拓し、2000年当時は、世
界の民営化された水道の約７割を
担っていた。スエズ、ヴェオリア
社とも水事業の売り上げは１兆円
をはるかに超えていた。なぜフラ
ンス勢が強いのか。フランスは、
全国各地に小都市が多く160年程
前から、小規模の水道事業は地元
民間企業が経営してきた歴史があ
る。それらの民間水道事業者を

次々と買収し総合力を持ったのが
スエズ、ヴェオリア社であり、そ
の経営ノウハウを持ってグローバ
ル展開を行った。世界市場はもち
ろん、2010年時点で地元フランス
水道の71％、下水道の55％が民間
で運営（コンセッション方式）さ
れている。
３）�世界で水道事業の再公営化が
加速

　世界の民営化水道の実態を調査
しているPSIRU（公共サービスリ
サーチ連合）によると、2000年から
2015年３月末までの15年間に「世
界37ヵ国で民営化された235水道
事業が再公営化された」と公表し
ている。再公営化の流れは資金不
足の途上国だけではなく、先進国
でも確認されている。先進国で水
道事業を再公営化した大都市は、
パリ（フランス）、ベルリン（ドイ
ツ）、アトランタ、インディアナポ
リス（アメリカ）などで、途上国
ではブエノスアイレス（アルゼン
チン）、ラパス（ボリビア）、ヨハ
ネスブルグ（南アフリカ）、クアラ
ルンプール（マレーシア）などが
ある。
（１）共通する再公営化の理由
　なぜ再公営化するのか、そこに
は共通した理由が存在する。
◦�事業コストと料金値上げを巡る
対立（インディアナポリス、マ
プート他）
◦�投資の不足（ベルリン、ブエノ
スアイレス）
◦�水道料金の高騰（ベルリン、ク
アラルンプール）
◦�人員削減と劣悪なサービス体制
（アトランタ、インディアナポリ
ス）
◦�財務の透明性の欠如（グルノー
ブル、ベルリン、パリ）
◦�民間事業者への監督の困難さ（ア
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　さらに共通するのは、契約途中
の解約も多く、水道事業の経験豊
富な都市が多い。つまり民間業者
に賠償金を支払っても、再公営化
することが、市民に廉価で安全な
水道水を供給できることを再認識
した都市である。
　最近の大きな話題はインドネシ
アの首都、ジャカルタ水道の再公
営化である。途上国の民営化は、
いかに時の権力者と密接であった
かが判る例で詳述する。

2．ジャカルタ水道・民営化の
歴史

　90年代、ジャカルタ水道公社の
民営化路線に興味を示したのが、
イギリスのテムズ社とフランスの
スエズ社であったが、いずれも水
道関係の既得権者（公共事業省、
ジャカルタ州政府、水道公社職員）
が民営化に強く反発した。そこで
テムズは1993年、財務・経営管理

業務を英・テムズ側が管轄するこ
とを条件に、スハルト大統領の長
男（シギット・ハルヨユダント）
に対し新たに設立した水道会社の
株式の20％を譲渡。一方スエズ側
はスハルトに近い華人系実業家ス
ドノ・サリムに共同事業の提案を
し、その事業株式の40％をスエズ
に移譲することが約束された。問題
はテムズもスエズも、ジャカルタ
水道を独占する戦略であったが、
両方ともスハルトの息のかかった

企業同士、一つのパイを巡る争い
になり、スハルトファミリーの関
係悪化になる恐れであった。そこ
でスエズ側は、パリやマニラでの
事業区域の分割例（パリはセーヌ
川で分割、マニラは東と西に分割）
を提案。結局ジャカルタの水道事
業はチリウン川で分割（西側：ス
エズ、東側：テムズ）されること
になった。
１）そこで何が起きたか
　スハルト政権下でジャカルタの

●浄水場
●1954年デグレモン（スエズ）建設
●アクセレータ（凝集沈殿）、ろ過方式
●老朽化が激しい

PALYJA/ジャカルタ水道施設（右写真の右から３人目が筆者）

インドネシア／都市・水道事業比較

都市名 経営 平均水道料金
ルピア／m3

漏水率
（％）

サービス
カバレッジ（％）

スラバヤ 公営 2,800 34 87

パレンバン 公営 3,800 30 93

バンジャルマシン 公営 4,120 26 98

メダン 公営 2,226 24 66.62

マラン 公営 4,000 30 80

ジャカルタ 民営 7,800 44 59.01

出 所：（1） The Indonesian Drinking Water Association （Perpamsi） 2013；（2） 
TribunNews 2013；（3） Department of Public Works 2013；（4） Perpamsi 2010；（5） 
Malang Drinking Water Company 2015；（6） JPNN 2013.
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水道民営化が実施（1998年）され
たが、当初の目的である①安価で
安全な水の供給とサービスの拡充
（給水対象人口約1000万人）、②
給水区域の拡大、③漏水率、無収
水率の改善などが適切に実施され
なかった（総合的な達成率50％以
下）。さらにジャカルタ市民にとり
他の都市と比べ高い水道料金と悪
いサービスに耐えられなかった。
２）市民訴訟
　居住者と市民連合は2012年に
ジャカルタ地方裁判所に提訴し勝
訴。地裁は水道の民営化は憲法違
反（同年、憲法裁判所の判決）で
あり、水事業を公共水道事業に戻
す決定をした。しかし2016年、
ジャカルタ高等裁判所は、地裁の

決定を覆し、水道事業の民営化路
線を継続する政府の方針を認めた
ために、市民連合は最高裁に控訴
していた。
３）�ジャカルタ最高裁の判決……
民営化水道の終焉

　最高裁は水道の民営化は、住民
の水に対する人権を守ることに失
敗したと述べ、2017年10月に次の
ような判決を下した。
◦�ジャカルタの民営化水道は2023
年までに終結させること。
◦�民間水道事業者との契約は無効
とする。
◦�国際規約第11条、第12条に記載
されている「水に関する人権お
よび価値」に従ってジャカルタ
の飲料水管理を実施すること。

この最高裁判決で25年間のジャ
カルタ民営化水道は終焉を迎え
ることになった。
４）ジャカルタ水道の現状
　筆者は2018年２月にジャカル
タを訪問、現地の水道関係者から
聞き取りを行ったが、再公営化へ
の具体的な取り組みはこれからで
ある。また民から公へ所有権移転
問題と過去の大きな負債の取り扱
い、今後の水道職員の取り扱いな
ど再公営化までの課題は山積みで
ある。筆者からすると安すぎる水
道料金改定がなければ、だれが経
営しても難しいと思われる。

3．日本、改正水道法案……　
国会に再上程予定

　先の国会で審議未了だった水道
法の改正案が、再上程される予定で
ある。その骨子は広域連携、適切
な資産管理、官民連携の推進であ
る。特に注目されるのは官民連携
で、水道施設の運営権を民間事業

民間事業者への水道施設運営権の設定に関する手続きの流れ
出所：「最近の水道行政の動向」（厚生労働省水道課、2018年１月）

ジャカルタ市の水道料金表

種別 顧客種別 0-10m3 11-20m3 ＞20m3

グループⅠ 宗教関係 1,050 1,050 1,050

グループⅡ 政府・病院 1,050 1,050 1,575

グループⅢA 一般住宅 3,550 4,700 5,500

グループⅢB 工場など 4,900 6,000 7,450

グループⅣA 大使館など 6,825 8,150 9,800

グループⅣB 高級ホテルなど 12,550 12,550 12,550

金額単位：ルピア　参考：100ルピア＝0.77円（2018年3月）
一般住宅　約27円／m3　10年以上、料金表改定なし

者に設定できる仕組みを導入する
ことである。特に改正案ではPPP/
PFIを推奨しており、各事業体へ
コンサルを入れ検討するように求
めている。
　この改正案には日本の大企業や
海外の水メジャーや海外の投資家
集団が大きな関心を示している。
日本の水道料金収入（年間）は約
２兆３千億円で魅力的であるが、
しかし全国1381水道事業者の33％
が原価割れ（厚生労働省発表）、公
営企業年鑑（総務省）では52％が
原価割れであり、このままでは政
令都市しか生き残れない状況に追
い込まれている。世界民営化の流
れの中で国民の命を守る日本水道
の永続性をいかに確保するか、こ
れからが関係者の智慧の絞りどこ
ろであろう。


